
1. 重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・・・・原則として償却原価法により評価を行う。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・・・・・・・定額法による減価償却を行っている。

引当金の計上基準

退職給付引当金・・・・・・・・・・職員の退職金の支給に備えるため、期末要支給額と同額を計上している。

賞与引当金・・・・・・・・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属

する額を計上している。

消費税の会計処理

消費税込みで会計処理している。

リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

2. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

定期預金

投資有価証券

特定資産

退職給付引当資産

（国庫金）

（寄付金）

2,400,818 0

20,982,291

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ避難民緊急援助 0 425,000 425,000 0

2,400,818

0

カンボジア栄養教育普及
特定事業引当資産

0 1,000,000 1,000,000

1,315,082

1,000,000 0 1,000,000

8,000,000

ﾍﾞﾄﾅﾑ中部豪雨緊急援助 0 610,830 610,830

0

3,700,000 700,000

令和6年能登半島地震緊急援助

4,000,000

11,000,000

431,131,167

122,636,859

ﾐｬﾝﾏｰ地震緊急援助 0

カンボジア小児外科支援
特定事業引当資産

173,413,066

合　　計 425,636,859 481,907,374 476,413,066

128,131,167小　　計 178,907,374

26,652,70039,336,700

100,215,054

小　　計 303,000,000 303,000,000 303,000,000

0

303,000,000

202,784,946303,000,000303,000,000 202,784,946

（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期末残高当期減少額

(5)

0 100,215,054

39,336,700 26,652,700

(4)

19,667,209

財務諸表に対する注記

カンボジア小児外科支援
特定事業引当資産

0 87,303,559 39,096,587 48,206,972

(1)

(2)

(3)

ネパール地域総合開発
特定事業引当資産

50,000,000 4,695,966 0 54,695,966

コンポンレーン郡農村開発
特定事業引当資産

0

0
ﾀﾞﾅﾝ市における女性・子ども支
援

3,000,000 1,000,000

ネパール地域総合開発
特定事業引当資産

5,632,950 45,803,419 43,962,050 7,474,319

0
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3. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

定期預金

投資有価証券

特定資産

退職給付引当資産

4. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

車両運搬具

什器備品

ソフトウェア

5. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

第482回利付国債

6. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

100,215,054 99,900,000 △ 315,054

備考

額面 100,000,000円

科　　目 帳簿価額 時価 時価損益

100,215,054 99,900,000 △ 315,054

指定正味財産外務省

11,000,000 (11,000,000)

ネパール地域総合開発
特定事業引当資産

54,695,966

(146,760,366)

（単位：円）

科　　目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財産

からの充当額)
(うち負債に対応

する額)

202,784,946 (202,784,946) 0 0

100,215,054 (100,215,054) 0 0

小　　計 303,000,000 (303,000,000) 0 0

26,652,700 0 0 (26,652,700)

0

ﾐｬﾝﾏｰ地震緊急援助 2,400,818 (2,400,818) 0 0

(54,695,966) 0

令和6年能登半島地震緊急援助 20,982,291

0
カンボジア小児外科支援
特定事業引当資産

0

(26,652,700)

合　　計 476,413,066 (449,760,366) 0 (26,652,700)

小　　計 173,413,066

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

29,525,956 29,117,832 408,124

0

（単位：円）

10,713,874 8,069,153 2,644,721

265,140 265,139 1

合　　計 40,504,970 37,452,124

（単位：円）

（単位：円）

3,052,846

外務省

前期末残高 当期増加額

0

貸借対照表上の
記載区分

0

0

指定正味財産

当期減少額

5,632,950
ネパール地域総合開発事業

令和6年度日本NGO連携無償資金協力

（国庫金）

補助金等の名称

（寄付金） 0

当期末残高

  合　　計

カンボジア小児外科支援
特定事業引当資産

48,206,972 (48,206,972) 0

令和6年度日本NGO連携無償資金協力

カンボジア小児外科支援事業
36,848,537

交付者

83,058,6375,632,950 133,106,978

38,329,100

55,681,291

令和7年度日本NGO連携無償資金協力
外務省 0

0

5,632,950

0

7,474,319

カンボジア小児外科支援事業

0

指定正味財産
ネパール地域総合開発事業

00(7,474,319)7,474,319
ネパール地域総合開発
特定事業引当資産

36,848,537

45,803,419

コンポンレーン郡農村開発
特定事業引当資産

1,000,000 (1,000,000) 0 0

ﾀﾞﾅﾝ市における女性・子ども支援 1,000,000 (1,000,000) 0 0

(20,982,291) 0 0

令和7年度日本NGO連携無償資金協力
外務省 0 50,455,022 2,248,050 48,206,972 指定正味財産
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7. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

経常収益への振替額

　目的達成による指定解除額

　（受取国庫金）

カンボジア小児外科支援事業

　（受取寄付金）

カンボジア小児外科支援事業

カンボジア栄養教育普及事業

コンポンレーン郡農村開発

8. その他

（1）事業収益

　　 事業収益の内容は、次のとおりである。

　　　JICA受託事業収益

　　独立行政法人国際協力機構(JICA)

※JICAとの上記事業における業務委託契約に基づいた業務報酬額

　　　イオン受託事業収益

　　イオン株式会社

（2）所有権移転外ファイナンス・リース取引

     所有権移転外ファイナンス・リース取引（通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行う）は

     次のとおりである。

リース物件の種類 未経過ﾘｰｽ料期末残高リース料総額

ﾅﾑｻﾞﾝ郡少数民族地域における住民主体による
地域活性化のための人材育成事業

(単位：円）

ｿﾝﾗ省持続的ｺｰﾋｰ生産のための
開発事業 1,750,000

16,282,000

38,606,728

合　　計

内　　容

98,278,454

610,830

(単位：円）

700,000

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ避難民緊急援助 425,000

ネパール地域総合開発事業

金　額

838,9531,623,780什器備品

（単位：円）

（単位：円）

ﾍﾞﾄﾅﾑ中部豪雨緊急援助

43,362,162

13,573,734

1,000,000
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